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は じ め に 

 

地方公共団体の会計は「現金収支、単式簿記」を特徴としていることから、各団体が整

備した建物・公園・道路等の社会資本の状況や、これらを形成するために借り入れた負債

の状況などを明らかにすることは容易ではありません。 

このため、大子町では平成１２年度決算から、貸借対照表（バランスシート）及び行政

コスト計算書を作成し、「発生主義、複式簿記」を特徴とする企業会計的手法の導入に取

り組んできました。 

また、平成２０年度には公会計改革の推進に伴い、財政改革プロジェクトチームが中心

となって「総務省方式改訂モデル」による【普通会計財務書類４表（貸借対照表・行政コ

スト計算書・純資産変動計算書・資金収支計算書）】、水道会計などの特別会計及び大子

町振興公社、大子おやき学校を加えた【連結財務書類４表】を作成、公表しました。 

今年度においても「新地方公会計制度実務研究会報告書」の作成方法に基づき、大子町

の財政状況をより分かりやすく理解していただくことができるよう次のとおり財務書類を

作成しました。 

 

普通会計の財務普通会計の財務普通会計の財務普通会計の財務書類書類書類書類    

    

連結連結連結連結財務財務財務財務書類書類書類書類（特別会計及び外郭団体を含む）（特別会計及び外郭団体を含む）（特別会計及び外郭団体を含む）（特別会計及び外郭団体を含む）    

いずれの財務書類も以下の４つの表から構成されています。 

    

    貸借対照表（バランスシート）貸借対照表（バランスシート）貸借対照表（バランスシート）貸借対照表（バランスシート）    

…地方自治体が保有している資産と、その資産をどのような財源で賄ってきたかを総括

的に表すもの    

    行政コスト計算書行政コスト計算書行政コスト計算書行政コスト計算書    

…1年間の行政活動のうち「資産形成に結びつかない行政サービスに係る経費」と「その

行政サービスの直接の対価として得られた財源」の対比を表すもの    

    純資産変動計算書純資産変動計算書純資産変動計算書純資産変動計算書    

…地方自治体の保有する資産が１年間でどのように変動したかを表すもの    

    資金収支計算書資金収支計算書資金収支計算書資金収支計算書    

…資金の出入りの情報を「経常的」、「公共資産整備」、「投資・財務的」の３つの区

分に分けて表すもの 

 

この４つの表は次の図のように関連しています。 
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①〈資金収支計算書〉は資金の動きを表す計算書ですが、期末資金残高は〈貸借対照表〉 

 の残高と必ず一致します。つまり〈資金収支計算書〉は〈貸借対照表〉に計上されてい

る資金の増減明細ということになります。 

②〈貸借対照表〉の純資産は、国・都道府県からの補助金や自団体の財源で既に負担した 

部分を表していますが、この純資産の変動を表したものが〈純資産変動計算書〉になり 

ます。 

③〈行政コスト計算書〉は〈純資産変動計算書〉における純経常行政コストの詳細な内訳 

明細です。１年間にかかった経常行政コスト総額から受益者負担である経常収益を控除 

することで、一般財源、補助金受入等で負担すべき純経常行政コストが算出されます。 

 

 

これら４つの表を作成し、分析することで、通常の地方自治体の会計では読み取れない

「資産・債務の状況」を多角的に把握し、適切な管理に取り組むことができます。 

今後とも、これらの財務書類を活用した財政分析を更に検討し、より分かりやすい情報

提供ができるよう努めるとともに、簡素で効率的な行政運営の推進に取り組んでいきたい

と考えています。 

借方 貸方 借方 貸方 借方 貸方 借方 貸方

資産 負債 経常費用 経常収益 （期首残高） （期首残高）

財源の使途 財源の調達 経常的収入 経常的支出

純行政コスト ③

基本的収入 基本的支出

資産形成 資産形成

充当財源の 充当財源の 財務的収入 財務的支出

減少 増加

純資産 ② 期末残高 期末残高

①

＜貸借対照表＞＜貸借対照表＞＜貸借対照表＞＜貸借対照表＞ ＜行政コスト計算書＞＜行政コスト計算書＞＜行政コスト計算書＞＜行政コスト計算書＞ ＜純資産変動計算書＞＜純資産変動計算書＞＜純資産変動計算書＞＜純資産変動計算書＞ ＜資金収支計算書＞＜資金収支計算書＞＜資金収支計算書＞＜資金収支計算書＞

うち純行政
コスト

うち資金
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１．貸借対照表（バランスシート）の概要 

（１）貸借対照表とは 

貸借対照表とは、基準日（会計年度の最終日）において、町が保有するすべての資産・

負債等のストックの状況を表示したもので、過去から累積された資産・負債等の状況をわ

かりやすくしたものです。 

左側（借方）・・・【資産の部】として有形固定資産・投資等（投資及び出資金・貸付

金・基金）及び流動資産（現金・預金等）など、町が基準日において所有する財産の状況

を記載しています。 

右側（貸方）・・・資産の部に計上された財産を形成するための財源となった資金を【負

債の部】と【純資産の部】に分けて記載しています。 

このうち、【負債の部】は、固定負債と流動負債に分けて、地方債・債務負担行為・退

職手当引当金など将来において負担しなければならないものを記載しています。 

【純資産の部】は、企業において「資本」にあたる部分で、【資産の部】から【負債の

部】を差し引いたものをいい、町においては、公共資産等整備国県補助金等、公共資産等

整備一般財源等及びその他一般財源等がこれに当たります。 

つまり、左下図を式で表すと、【【【【資産の部資産の部資産の部資産の部】】】】＝＝＝＝【【【【負債の部負債の部負債の部負債の部】】】】＋＋＋＋【【【【純資産の部純資産の部純資産の部純資産の部】】】】 

となり、左右のバランスのとれた対照表となります。 

貸借対照表を家計に例えると、右下図のように表すことができます。（貸借対照表には

資産形成につながる費用が計上されます。） 

 

 

借 方 貸 方 借 方 貸 方

〔資産の部〕 〔負債の部〕 家計に例えた 〔資産の部〕 〔負債の部〕

○有形固定資産 ○固定負債 場合

○流動負債

○投資等 〔純資産の部〕

○公共資産等整備国県補
助金等

○流動資産
○公共資産等整備一般財
源等

・現金や普通預金など 〔純資産の部〕

○その他一般財源等

・自己資産

・住宅ローンの残高(翌年度
支払い分を除く)

・住宅ローンの残高(翌年度
支払い分)

・親からの援助金など(資産
の形成につながるもの)

・所有している土地や建
物など

・友人への貸付金や定期
預金など
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（２）重要な会計方針（普通会計） 

○作成方法 

「新地方公会計制度実務研究会報告書」における総務省方式改訂モデルに基づいて作成

しています。 

 

○ 作成基準日 

平成２８年３月３１日現在で作成しています。 

 

○ 対象会計範囲 

普通会計を対象に作成しています。普通会計とは、地方財政状況（決算統計）上、統

一的に用いられる会計区分で、大子町の場合、一般会計、介護保険特別会計の一部を加

えたものです。 

 

○ 出納整理期間 

出納整理期間（4月1日～5月31日）の出納は、貸借対照表作成の基準日（3月31日）

までに終了したものとして処理しています。 

 

○ 有形固定資産の計上と台帳整備状況 

有形固定資産台帳の整備を段階的に行っていますが、平成２７年度決算における有形固

定資産は、行政財産の土地（道路は除く）と昭和４４年度以降の決算統計の普通建設事業

費を集計し、減価償却計算を反映させた後の金額を計上しています。 

 

○ 売却可能資産の範囲と評価の方法 

  売却可能資産の範囲は、普通財産のうち活用を図られていない公共資産について、実際

に売却可能なものとしています。また、売却可能価額の算定は不動産鑑定をしてあるもの

は鑑定額、それ以外については、固定資産税評価額を基礎とした方法としています。 

 

○ 債権の回収不能見込額の計上方法 

① 長期延滞債権 

町税や使用料などに係る２６年度以前の未納額に、２７年度に発生した未納額のうち２

６年度以前にも未納額がある人の分を加えた額を計上しています。 

② 未収金 

町税や使用料などに係る収入未済額のうち長期延滞債権以外の額を計上しています。 

③ 回収不能見込額 

長期延滞債権及び未収金のうち、時効等の理由により回収が困難であると見込まれるも
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のを計上しています。また、１件あたり１００万円未満の債権については「不納欠損額÷

（滞納繰越収入額＋不納欠損額）」の過去５年間の平均値を用いて導いた額を、１００万

円以上の高額債権については、個別に徴収可能性を精査して積算した見込額を合計して計

上しています。 

  

○ 引当金の計上方法 

① 投資損失引当金 

市場価格のない投資及び出資金のうち、連結対象団体及び特別会計に対する出資金に

ついて、その実質価額が簿価と比較し３０％以上低下した場合に、当該実質価額と簿価

との差額を計上しています。 

 ② 退職手当引当金 

  当年度末に特別職を含む全職員（当年度末退職者を除く）が、自己都合により退職し

た場合の退職手当要支給額を基礎として算定された額を計上しています。 

 ③ 賞与引当金 

  平成２８年度夏季一時金のうち、平成２７年度中の勤務状況により支給すべき額が発

生した分を引当金として計上しています。具体的には、夏季一時金の算定対象期間であ

る平成２７年１２月から平成２８年５月のうち、平成２７年度中の４か月分を引当ての

対象として積算しています。 
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貸借対照表（バランスシート）の用語解説貸借対照表（バランスシート）の用語解説貸借対照表（バランスシート）の用語解説貸借対照表（バランスシート）の用語解説    

用  語 解     説 

有形固定資産 
土地や建物などの不動産、消防車や医療機器などの高額備品などの

動産で保有が長期に及ぶ資産 

投資及び出資金 

公営企業や外郭団体などへの出資金や有価証券等（連結バランスシ

ートでは、各会計間の出資金は内部取引として相殺消去されている

（貸付金も同様）） 

貸付金 公営企業への貸付金や福祉関係の貸付金など 

基金 
特定の目的のために積み立てられ、または運用するために設けられ

た資金や財産のうち保有が長期に及ぶもの 

流動資産 原則として１年以内に現金化される資産 

現金・預金 現金及び流動性の高い基金など 

未収金 税金の収入未済額など 

繰延資産 
開発費や創立費など既に支出された費用のうち、その効果が将来に

及ぶとされるもの 

固定負債 返済期限が１年を超える債務 

債務負担行為 物件等の引渡しをうけたもののうち支払いが済んでいない債務 

引当金 将来における特定の支出に対する準備額 

退職手当引当金 年度末に全職員が退職すると仮定した場合の要支給額 

その他引当金 突発的な災害等に備えるための修繕引当金など 

流動負債 返済期限が１年以内の債務 

翌年度償還予定額 地方債などの借入金のうち翌年度に返済すべきもの 

翌年度繰上充用金 翌年度歳入からの借入金 

純資産 資産形成に充てられた返済の必要のない財源 
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２．平成２７年度普通会計の貸借対照表 

（単位：千円）

[資産の部] [負債の部]

１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方債 9,142,727

①生活インフラ・国土保全 11,889,183 (2) 長期未払金

②教育 9,179,617 ①物件の購入等

③福祉 708,330 ②債務保証又は損失補償

④環境衛生 4,723,478 ③その他

⑤産業振興 8,515,043 長期未払金計 0

⑥消防 533,125 (3) 退職手当引当金 3,493,273

⑦総務 2,217,901 (4) 損失補償等引当金 0

有形固定資産計 37,766,677 固定負債合計 12,636,000

(2) 売却可能資産 41,071

公共資産合計 37,807,748 ２　流動負債

(1) 翌年度償還予定地方債 813,390

２　投資等 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金） 0

(1) 投資及び出資金 (3) 未払金 0

①投資及び出資金 302,317 (4) 翌年度支払予定退職手当 0

②投資損失引当金 △ 13,799 (5) 賞与引当金 101,707

投資及び出資金計 288,518 流動負債合計 915,097

(2) 貸付金 32,792

(3) 基金等 負　　債　　合　　計 13,551,097

①退職手当目的基金 0

②その他特定目的基金 538,813

③土地開発基金 10,042 [純資産の部]

④その他定額運用基金 0 １　公共資産等整備国県補助金等 9,642,713

⑤退職手当組合積立金 0

基金等計 548,855 ２　公共資産等整備一般財源等 22,065,162

(4) 長期延滞債権 80,064

(5) 回収不能見込額 △ 20,076 ３　その他一般財源等 △ 4,756,787

投資等合計 930,153

４　資産評価差額 2,017,980

３　流動資産

(1) 現金預金 純　 資　 産　 合　 計 28,969,068

①財政調整基金 1,752,407

②減債基金 1,281,450

③歳計現金 696,926

現金預金計 3,730,783

(2) 未収金

①地方税 60,396

②その他 3,642

③回収不能見込額 △ 12,557

未収金計 51,481

流動資産合計 3,782,264

資　　産　　合　　計 42,520,165 負 債 ・ 純 資 産 合 計 42,520,165

貸　　　　　　　　　　方借　　　　　　　　　　方

0

0

0

貸借対照表
(平成28年3月31日現在)
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※ 注記（平成２７年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）貸借対照表からわかる財政状況 

 平成２７年度貸借対照表の概要 

 

【【【【資産資産資産資産】】】】４２５億２，０１７万円（前年度比 ６億６，４１６万円 増↑↑↑↑） 

【【【【負債負債負債負債】】】】１３５億５，１１０万円（前年度比 ７億４，７６５万円 増↑↑↑↑） 

資産から負債を差し引いた純資産は２８９億６，９０７万円となり，前年度と比較して

８，３４９万円減少しています。 

※１　他団体及び民間への支出金により形成された資産 ①生活インフラ・国土保全 千円

②教育 千円

③福祉 千円

④環境衛生 千円

⑤産業振興 千円

⑥消防 千円

⑦総務 千円

計 千円

　上の支出金に充当された財源 ①国県補助金等 千円

②地方債 千円

③一般財源等 千円

計 千円

※２　債務負担行為に関する情報 ①物件の購入等 千円

②債務保証又は損失補償 千円

（うち共同発行地方債に係るもの 千円）

③その他 千円

※３　地方債残高（翌年度償還予定額を含む）のうち7,497,144千円については、償還時に地方交付税の算定の基礎に含まれることが

　　　見込まれているものです。

※４　普通会計の将来負担に関する情報

　普通会計の将来負担額 13,756,747 千円

　[内訳]　普通会計地方債残高 9,956,117 千円 9,956,117 千円

　　　　　債務負担行為支出予定額 22,237 千円 0 千円 千円

　　　　　公営事業地方債負担見込額 325,054 千円 千円

　　　　　一部事務組合等地方債負担見込額 0 千円 千円

　　　　　退職手当負担見込額 3,453,339 千円 3,453,339 千円

　　　　　第三セクター等債務負担見込額 0 千円 0 千円 千円

　　　　　連結実質赤字額 0 千円

　　　　　一部事務組合等実質赤字負担額 0 千円

　基金等将来負担軽減資産 11,509,782 千円

　[内訳]　地方債償還額等充当基金残高 3,658,241 千円

　　　　　地方債償還額等充当歳入見込額 291,006 千円

　　　　　地方債償還額等充当交付税見込額 7,560,535 千円

　(差引)普通会計が将来負担すべき実質的な負債 2,246,965 千円

※５　有形固定資産のうち、土地は6,799,366千円です。また、有形固定資産の減価償却累計額は38,683,439千円です。

0

0

23,731

101,479

159

88,920

2,551,591

627,167

22,237

325,054

87,968

2,013,011

236,323

560,063

1,364,361

2,551,591

22,237

0

0

574,035

項目
負債計上

【（翌年度償還予定）地方
債・（長期）未払金・引当

金】

注記

【契約債務・
偶発債務】

[内訳]

金額
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①  資産の部 

ア．公共資産 

公共資産は、「有形固定資産」と「売却可能資産」から構成されており、 

３７８億７７５万円と資産の８８．９％を占めています。 

「有形固定資産」は、長期間にわたって住民サービスを提供するために使用される

もので、道路や公園、観光施設、小学校や中学校などの土地や建物などが該当します。 

行政目的別に見てみると、高い割合を示しているのが道路（町道）や公園などの「生

活インフラ・国土保全」で１１８億８，９１８万円（構成比３１．５％）、次いで小

学校や中学校などの「教育」が９１億７，９６２万円（構成比２４．３％）となって

います。 

 

有形固定資産の行政目的別割合 

 

イ．投資等 

投資等は、公営企業や第三セクターへの「投資及び出資金」や「貸付金」、「基   

金」や回収期限から一年以上回収できていない「長期延滞債権」などが含まれ、９

億３，０１５万円となっており資産の２．２％を占めています。 

◆◆◆◆「投資及び出資金」「投資及び出資金」「投資及び出資金」「投資及び出資金」    2 億８，８５２万円 

…公営企業や第三セクターなどを通じた行政サービスの提供に活用されています。 

◆◆◆◆「貸「貸「貸「貸        付付付付        金」金」金」金」            ３，２７９万円 

…そのうち主なものは「地域総合整備資金貸付金」２，６９３万円、「茨城県勤

生活インフ

ラ・国土保全

31.5%

教育

24.3%

産業振興

22.5%

環境衛生

12.5%

総務

5.9%

福祉

1.9% 消防

1.4%
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労福祉施設資金」３４３万円 など 

◆「基◆「基◆「基◆「基        金金金金        等」等」等」等」    ５億４，８８６万円    

「土地開発基金」１，０４２万円 

「その他の特定目的基金」５億３，８８１万円 など 

…「その他の特定目的基金」のうち主なものは 

「観光振興基金」２億９，５４１万円、「大子町庁舎建設基金」２億円など 

 

ウ．流動資産 

資産のうち流動資産には、現金や必要に応じて使える基金、税金等が計上され、 

３７億８，２２６万円となっており資産の８．９％を占めています。 

（前年度比 ４億２，１６１万円 増↑↑↑↑（１２．５％↑↑↑↑）） 

 

② 負債の部 

      ア．固定負債 

負債のうち固定負債は、翌々年度以降に支払いや返済が行われる「地方債」や「退        

職手当引当金」などが含まれ、１２６億３，６００万円となっており負債の９３．２％

を占めています。 

◆「地「地「地「地        方方方方        債」債」債」債」    ９１億４，２７３万円 

（前年度比 ５億５，２４１万円 増↑↑↑↑（６．４％↑↑↑↑）） 

国や銀行などからの借入金のうち、翌々年度以降に返済されるもので，今年度は廃

棄物処理施設整備事業や小中学校耐震補強事業などの大型事業に伴い増加しました。 

 

なお、流動負債に計上される地方債の翌年度償還予定額とあわせた地方債残高の合

計額は９９億５，６１２万円（前年度比 ５億６，１７５万円 増↑↑↑↑（６．０％↑↑↑↑））

となりました。 

 

      イ．流動負債 

負債のうち流動負債は、一年以内に支払いや返済が行われる負債のことで、「翌年        

度償還予定地方債」や「賞与引当金」など９億１，５１０万円となっており、負債の

６．８％を占めています。 

 

③ 純資産の部 

公共資産等整備国県補助金等は９６億４，２７１万円で純資産の３３．３％、公共資産

等整備一般財源等は２２０億６，５１６万円で純資産の７６．２％を占めています。 

その他一般財源等はマイナス４７億５，６７９万円となっています。これは翌年度以降

の負担額のうち４７億５，６７９万円は既に使途が拘束されていることを意味します。本
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町では退職手当組合に加入しているため「退職手当引当金」見合い分の資産が資産の部に

未反映であるほか、減税補てん債や臨時財政対策債などの資産形成を伴わない地方債が債

務に含まれるなどの影響によるものです。 

 

④ 欄外注記の項目 

物件の購入や電算システムの借上料などで、まだ債務として確定していない場合、貸借

対照表には計上されませんが、将来の財源の使途を制限する重要な情報であるため、債務

負担行為に関する情報を欄外に注記しています。 

◆◆◆◆「物件の購入等に係るもの」「物件の購入等に係るもの」「物件の購入等に係るもの」「物件の購入等に係るもの」   ２，２２４万円 

◆◆◆◆「そ「そ「そ「そ                のののの                他」他」他」他」 ５億７，４０４万円 

地方債残高のうち７４億９，７１４万円については、その償還時に地方交付税の算定の

基礎に含まれることが見込まれています。 

普通会計が将来実質的に負担することが見込まれる額については、地方財政健全化に関

する法律に基づいた積算により、２２億４，６９７万円を見込んでいます。 

 

（２）貸借対照表を活用した財務分析 

① 社会資本形成の世代間負担比率 

社会資本の整備の結果を示す有形固定資産について、負債や純資産の割合を見ることに

よって、これまでの世代によって既に負担された割合などを見ることができます。純資産

の有形固定資産に対する割合が高いほど、将来における返済義務のない資産が多く、安定

した財政状況といえますが、有形固定資産は長期にわたって住民に利用されるものであり、

世代間の負担の公平性も考慮される必要があることから、必ずしも高い方が良いとは言い

きれません。 
    

 

 

 

 

                                 純資産合計純資産合計純資産合計純資産合計                                                        地方債・借入金残高地方債・借入金残高地方債・借入金残高地方債・借入金残高    

現世代現世代現世代現世代                28,969,06828,969,06828,969,06828,969,068千円千円千円千円                    将来世代将来世代将来世代将来世代                    6,264,3686,264,3686,264,3686,264,368千円千円千円千円    

負担比率負担比率負担比率負担比率    ＝＝＝＝    ÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜ--------------------ÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜ                    負担比率負担比率負担比率負担比率    ＝＝＝＝    ----ÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜ    

                            37,807,74837,807,74837,807,74837,807,748千円千円千円千円                                                    37,807,74837,807,74837,807,74837,807,748千円千円千円千円    

                                    公共資産合計公共資産合計公共資産合計公共資産合計                                                            公共資産合計公共資産合計公共資産合計公共資産合計    

    ２７２７２７２７年度年度年度年度：：：：７７７７６．６６．６６．６６．６％％％％            ２２２２７７７７年度年度年度年度：：：：１１１１６６６６．．．．６６６６％％％％    

                    ※ 地方債から資産形成以外のものは除いてあります。 

（臨時財政対策債等３，６９１，７９９千円） 
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② 歳入額対資本比率 

歳入総額に対する資産の比率を算定することにより、形成されたストックである資産は

何年分の歳入が充当されたものか見ることができます。 

 

資産合計資産合計資産合計資産合計    

42,520,16542,520,16542,520,16542,520,165千円千円千円千円    

歳入額対資本比率歳入額対資本比率歳入額対資本比率歳入額対資本比率    ＝＝＝＝    ÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜ----ÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜ--------------------        

                                                                8,699,3278,699,3278,699,3278,699,327千円千円千円千円    

                                                                        資金収支計算書資金収支計算書資金収支計算書資金収支計算書経常的収支経常的収支経常的収支経常的収支の収入合計の収入合計の収入合計の収入合計    

    

                    ２２２２７７７７年度：年度：年度：年度：４．４．４．４．８９８９８９８９年年年年    

 

③ 資産老朽化比率 

取得価額に対する減価償却額累計額の割合を計算することにより、平均してどの程度 

の年数が経過しているのかを確認することができます。 

    

減価償却累計額減価償却累計額減価償却累計額減価償却累計額    

38383838,,,,683683683683,,,,439439439439千円千円千円千円    

資産老朽化比率資産老朽化比率資産老朽化比率資産老朽化比率    ＝＝＝＝    ÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜ----------------------------------------ÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜ    

                                                    37,766,67737,766,67737,766,67737,766,677千円千円千円千円    －－－－    4,604,3354,604,3354,604,3354,604,335千円千円千円千円    ＋＋＋＋38383838,,,,683683683683,,,,439439439439千円千円千円千円    

有形固定資産合計有形固定資産合計有形固定資産合計有形固定資産合計    －－－－    土地土地土地土地    ＋＋＋＋    減価償却累計額減価償却累計額減価償却累計額減価償却累計額    

    

                                                      ２２２２７７７７年度：年度：年度：年度：５３．８５３．８５３．８５３．８％％％％    

 

④ 町民一人当たりの貸借対照表（バランスシート） 

大子町の資産を町民一人あたりで平均すると２２９万９千円、負債が７３万３千円、 

純資産は１５６万６千円です。 

（単位：千円） 

借  方 貸  方 

【資産の部】 【負債の部】 

1 公共資産    ２，０４４ 1 固定負債       ６８３ 

2 投資等        ５０ 2 流動負債       ５０ 

3 流動資産      ２０５  負債合計       ７３３ 

 【純資産の部】 

 純資産合計    １，５６６ 

資産合計     ２，２９９ 負債・純資産合計 ２，２９９ 

                          （平成２８年３月３１日現在の住民基本台帳人口：１８，４９８人） 
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３． 行政コスト計算書の概要 

（１）行政コスト計算書とは 

  行政コスト計算書とは、行政サービスを提供するに伴って発生した一年間の費用（コ

スト）とそれに充てられる収入の状況を表したもので、企業会計における損益計算書に

当たるものです。ただし、地方自治体は企業と異なり、利益の獲得を目的として財政運

営するものではないため、行政コスト計算書は損益計算ではなく発生主義によるコスト

を把握することが主要な目的となります。 

計上をするコストの範囲は、当該年度の町民に提供した行政サービスに要する費用の

うち、【資産形成につながる支出を除いた現金支出】に【減価償却費】、【不納欠損額】、

退職手当引当金や賞与引当金への繰入額といった【非現金支出】を加えたものをコスト

の範囲としており、企業会計での経常経費の明細表に対応するものです。 

目的別経費は、生活インフラ・国土保全、教育、福祉など行政分野ごとに、また、性

質別経費は、下表のとおり「人にかかるコスト」、「物にかかるコスト」、「移転支出

的なコスト」、「その他のコスト」の４つに分類しています。 

 

１ 「人にかかるコスト」 人件費、退職手当引当金・賞与引当金繰入 

２ 「物にかかるコスト」 物件費、維持補修費、減価償却費 

３ 「移転支出的なコスト」 
社会保障給付、補助金等、他会計等への支 

出額、他団体への公共資産整備補助金等 

４ 「その他のコスト」 公債費（利子分のみ）、不納欠損額等 

  

 なお、経常収益については、「使用料・手数料」、「分担金・負担金・寄附金」とい

った具体的な行政サービスに対する対価として収入される科目のみを計上しています。 

行政コスト計算書を家計に例えると、以下のように表すことができます。（行政コス

ト計算書には資産形成につながらないものが計上されます。） 

 

 

 

行政コスト 

人にかかるコスト 

物にかかるコスト 

移転支出的なコスト 

その他のコスト 

日常的な支出 

・食費 

・光熱水費、修繕費 

・親への仕送り 

・借金の利子 

家計に例えた 

場合 



 

４.　平成２７年度普通会計の行政コスト計算書

自　平成27年4月  1日

至　平成28年3月31日

　【経常行政コスト】 （単位：千円）

総　　額 （構成比率）
生活インフラ・

国土保全
教　育 福　祉 環 境 衛 生 産 業 振 興 消　防 総　務 議　会 支 払 利 息

回収不能
見込計上額

その他

（１）人件費 1,675,751 19.0% 40,222 235,293 158,614 230,846 100,777 270,380 533,032 106,587 0

（２）退職手当引当金繰入等 380,057 4.2% 6,569 31,401 53,177 71,522 32,395 83,873 94,729 6,391 0

１ （３）賞与引当金繰入額 111,978 1.3% 2,758 18,967 13,003 18,774 9,767 19,970 22,236 6,503 0

小　　計 2,167,786 24.5% 49,549 285,661 224,794 321,142 142,939 374,223 649,997 119,481 0

（１）物件費 1,762,176 20.0% 288,671 458,974 66,528 321,231 217,277 42,946 354,937 11,612 0

（２）維持補修費 81,232 0.9% 7,462 26,352 6,470 19,558 10,482 2,035 8,873 0

（３）減価償却費 1,756,979 19.9% 362,740 231,705 35,123 318,022 647,123 49,506 112,760

小　　計 3,600,387 40.8% 658,873 717,031 108,121 658,811 874,882 94,487 476,570 11,612 0

（１）社会保障給付 1,158,263 13.1% 4,242 1,154,021 0

（２）補助金等 533,690 6.0% 3,904 41,859 87,958 5,919 237,027 41,004 115,735 284 0

３ （３）他会計等への支出額 1,081,763 12.3% 0 0 1,012,388 69,375 0 0 0 0

（４）他団体への

　　　公共資産整備補助金等
92,791 1.1% 20,973 0 0 153 71,665 0 0 0

小　　計 2,866,507 32.5% 24,877 46,101 2,254,367 75,447 308,692 41,004 115,735 284 0

（１）支払利息 80,895 0.9% 80,895

（２）回収不能見込計上額 114,883 1.3% 114,883

（３）その他行政コスト 0 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0 0

小　　計 195,778 2.2% 0 0 0 0 0 0 0 0 80,895 114,883 0

8,830,458 733,299 1,048,793 2,587,282 1,055,400 1,326,513 509,714 1,242,302 131,377 80,895 114,883 0

（　構　成　比　率　） 8.3% 11.9% 29.3% 12.0% 15.0% 5.8% 14.1% 1.5% 0.9% 1.2% 0.0%

　【経常収益】
一般財源
振替額

１ 使 用 料 ・ 手 数 料 ｂ 452,325 140,554 790 4,365 107,880 109,203 187 7,067 0 0 0 82,279

２ 分担金・ 負担金・ 寄附 金 ｃ 41,085 498 11,327 15,970 4,139 6,755 0 1,397 0 0 0 999

493,410 141,052 12,117 20,335 112,019 115,958 187 8,464 0 0 0 83,278

ｄ／ａ 5.59% 19.2% 1.2% 0.8% 10.6% 8.7% 0.0% 0.7% 0.0% 0.0% 0.0%

8,337,048 592,247 1,036,676 2,566,947 943,381 1,210,555 509,527 1,233,838 131,377 80,895 114,883 0 △ 83,278（差引）純経常行政コスト ａ－ｄ

２

４

経 常 行 政 コ ス ト ａ

経 常 収 益 合 計
（ ｂ ＋ ｃ ） ｄ

-1
4

-
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福祉

29.3%

産業振興

15.0%総務

14.1%環境衛生

12.0%

教育

11.9%

生活インフラ・

国土保全

8.3%

消防

5.8%

議会

1.5%

回収不能見込額

1.2% 支払利息
0.9%

（１）行政コスト計算書からわかる財政状況 

 平成２７年度行政コスト計算書の概要 

 

  【【【【経常行政コスト経常行政コスト経常行政コスト経常行政コスト】】】】８８億３，０４６万円（前年度比 ８億３，４８４万円 増↑↑↑↑） 

【【【【経常収益経常収益経常収益経常収益（（（（行政サービス収入）行政サービス収入）行政サービス収入）行政サービス収入）】】】】    

４億９，３４１万円（前年度比   ２，４３０万円 減↓↓↓↓） 

差引の純経常行政コストは  

８３億３，７０５万円（前年度比 ８億５，９１５万円 増↑↑↑↑）となりました。 

 

① 目的別行政コスト 

目的別行政コストとは、生活インフラ・国土保全費、教育費などのコストが何のため 

に発生したかという行政目的に着目してコストを分類したものです。 

行政目的別にみると、「福祉」の割合が最も高く２５億８，７２８万円で２９．３％を

占めており、次いで、「産業振興」が１３億２，６５１万円で１５．０％を占めています。 

 

目的別行政コスト 
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 ② 性質別行政コスト 

  性質別行政コストとは、人件費、物件費、補助金等などコスト発生の経済的な性質に

着目してコストを分類したものです。 

  【人にかかるコスト】【人にかかるコスト】【人にかかるコスト】【人にかかるコスト】 ２１億６，７７９万円（行政コストの２４．５％） 

…「人件費」１６億７，５７５万円、「退職手当引当金繰入等」３億８，００６万円、

「賞与引当金繰入額」１億１，１９８万円  

  【【【【物にかかるコスト物にかかるコスト物にかかるコスト物にかかるコスト】】】】 ３６億３９万円（行政コストの４０．８％） 

…「物件費」１７億６，２１８万円、「減価償却費」１７億５，６９８万円 など 

  【【【【移転支出的なコスト移転支出的なコスト移転支出的なコスト移転支出的なコスト】】】】 ２８億６，６５１万円（行政コストの３２．５％） 

…「他会計等への支出額」１０億８，１７６万円、 

「社会保障給付」１１億５，８２６万円、「補助金等」５億３，３６９万円 など 

 

  「福祉」では、扶助費や繰出金などの移転支出的なコストが大半を占め、「生活イン

フラ・国土保全」や「教育」、「産業振興」では、物件費や減価償却費などの物にかか

るコストの割合が高く、「総務」や「消防」では人にかかるコストの割合が高くなって

います。 

 

性質別行政コスト 

 

 

人にかかる

コスト

24.5%

物にかかる

コスト

40.8%

移転支出的

なコスト

32.5%

その他の

コスト

２.２%
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③ 経常収益（行政サービス収入） 

  【【【【経常収益（経常収益（経常収益（経常収益（行政サービス収入行政サービス収入行政サービス収入行政サービス収入））））】】】】４億９，３４１万円 

…「使用料・手数料」による収入   ４億５，２３３万円 

「分担金・負担金・寄附金」による収入 ４，１０８万円  

（２）行政コスト計算書を活用した財務分析 

① 受益者負担比率 

行政コスト計算書における経常収益は、いわゆる受益者負担の金額で、経常収益の行

政コストに対する割合を算定することで、受益者負担割合を算定することができます。 

 

（行政目的別）経常収益（行政目的別）経常収益（行政目的別）経常収益（行政目的別）経常収益    

受益者負担比率受益者負担比率受益者負担比率受益者負担比率    ＝＝＝＝    ÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜ    

                                                            （（（（行政目的別）行政目的別）行政目的別）行政目的別）経常行政コスト経常行政コスト経常行政コスト経常行政コスト    

（Ｐ（Ｐ（Ｐ（Ｐ１４１４１４１４        ４４４４....平成２７平成２７平成２７平成２７年度普通会計の行政コスト計算書年度普通会計の行政コスト計算書年度普通会計の行政コスト計算書年度普通会計の行政コスト計算書【【【【経常収益経常収益経常収益経常収益】】】】d/ad/ad/ad/a参照）参照）参照）参照）    

        ２７年度 ・生活インフラ・国土保全：１９．２％ 

・環境衛生：１０．６％ 

・産業振興： ８．７％ 

              

② 町民一人当たりの行政コスト計算書 

  大子町の一年間の行政コストを町民一人あたりで平均すると４７万７千円、経常収益

（行政サービス収入）が、２万７千円、差引の純経常行政コストは４５万円です。 

（単位：千円） 

１．人にかかるコスト         １１７ 

２．物にかかるコスト         １９５ 

３．移転支出的なコスト        １５５ 

４．その他のコスト             １０ 

経常行政コスト            ４７７ 

 

経常収益                ２７ 

 

（差引）純経常行政コスト       ４５０ 

（平成2８年３月３１日現在の住民基本台帳人口：１８，４９８人） 
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５．純資産変動計算書及び資金収支計算書の概要 

（１）純資産変動計算書とは 

  純資産変動計算書は、貸借対照表に計上されている純資産額が前年度（期首）に比べ

どのように変動したかを示したもので、貸借対照表や行政コスト計算書に計上されてい

ない財源や臨時損益にあたるものなどが計上されており、企業会計の損益計算書及び株

主資本等変動計算書と対応するものです。 

計上されている科目は、行政コスト計算書の収支差である「純経常行政コスト」、使

途が限定されていない「一般財源」、国や県からの「補助金等受入」、経常的でない収

支として「臨時損益」などです。 

科目振替の欄には、一般財源が公共資産等整備などにどのように振り替えられたかな

どが表示されています。 

 

 

（２）資金収支計算書とは 

  資金収支計算書は、貸借対照表に計上されている流動資産の「歳計現金」が前年度（期

首）に比べどのように変動したかを示したもので、現金の動きのみに着目しその変動を

あらわしており、企業会計のキャッシュフローと対応するものです。 

資金収支計算書は、各種引当金や減価償却といった非現金支出を含まないことから、

貸借対照表や行政コスト計算書などと違い現金主義での積算額となっています。このた

め資金収支計算書は、決算書の姿に最も近い内容ですが、決算書における款項目といっ

た目的別の科目ではなく、【経常的収支の部】・【公共資産整備収支の部】・【投資・

財務的収支の部】の三つに大きく区分した上で人件費、物件費など性質別の科目で経費

を分類し他の３表との整合を図っています。 

 



 

-
 1

9
 -

 

（単位：千円）

純資産合計
公共資産等整備
国県補助金等

公共資産等整備
一般財源等

その他
一般財源等

資産評価差額

期首純資産残高 29,052,558 9,546,953 22,255,273 △ 4,787,029 2,037,361

純経常行政コスト △ 8,337,048 △ 8,337,048

一般財源

地方税 1,728,375 1,728,375

地方交付税 3,822,496 3,822,496

その他行政コスト充当財源 1,007,219 1,007,219

補助金等受入 1,768,816 580,742 1,188,074

臨時損益

災害復旧事業費 △ 53,022 △ 53,022

公共資産除売却損益 7,042 7,042

投資損失 △ 7,987 △ 7,987

損失補償等引当金繰入等 0 0

科目振替

公共資産整備への財源投入 462,258 △ 462,258

公共資産処分による財源増 0 0 0 0

貸付金・出資金等への財源投入 318,348 △ 318,348

貸付金・出資金等の回収等による財源増 0 △ 196,350 196,350

減価償却による財源増 △ 484,982 △ 1,271,997 1,756,979

地方債償還等に伴う財源振替 497,630 △ 497,630

資産評価替えによる変動額 △ 19,381 △ 19,381

無償受贈資産受入 0 0

その他 0 0 0

期末純資産残高 28,969,068 9,642,713 22,065,162 △ 4,756,787 2,017,980

６.平成２７年度普通会計の純資産変動計算書
自　平成27年4月  1日

至　平成28年3月31日
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（１）純資産変動計算書からわかる財政状況 

平成２７年度純資産変動計算書の概要 

 

  【純資産残高】 

◆２６年度末時点（期首）２９０億５，２５６万円 

◆２７年度末時点（期末）２８９億６，９０７万円 

（前年度比 ８，３４９万円 減↓↓↓↓） 

この増減の内訳としては、経常行政コストから直接の対価収入である経常収益を差し

引いた「純経常行政コスト」による増加のほか，災害復旧事業による増加などとなって

います。 

「補助金等受入」については、 

◆公共資産の整備に充当する分として ５億８，０７４万円 

◆行政サービス等の経常行政コストに充当する分として １１億８，８０７万円 

をそれぞれ計上しています。 

 

 

（２）純資産変動計算書を活用した財務分析 

行政コスト対税収等比率 

  純経常行政コストに対する一般財源等の比率を見ることにより、当年度に行われた行

政サービスのコストから受益者負担分を除いた純経常行政コストに対して、どれだけが

当年度の負担で賄われたのかが分かります。 

    

    

純経常行政コスト純経常行政コスト純経常行政コスト純経常行政コスト    

8,337,0488,337,0488,337,0488,337,048 千円千円千円千円    

行政コスト対税収等比率行政コスト対税収等比率行政コスト対税収等比率行政コスト対税収等比率    ＝＝＝＝    ÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜ    

                                                        6,6,6,6,558,090558,090558,090558,090千円千円千円千円    ++++    1,11,11,11,188,07488,07488,07488,074千円千円千円千円    

                                                                            一般財源一般財源一般財源一般財源        ＋＋＋＋        補助金等受入補助金等受入補助金等受入補助金等受入    

                                                                                                            （その他一般財源のみ）（その他一般財源のみ）（その他一般財源のみ）（その他一般財源のみ）    

                            ２２２２７７７７年度：年度：年度：年度：１０７．６１０７．６１０７．６１０７．６％％％％    
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７．平成２７年度普通会計の資金収支計算書 

 （単位：千円）

人件費

物件費

社会保障給付

補助金等

支払利息

他会計等への事務費等充当財源繰出支出

その他支出

支 出 合 計

地方税

地方交付税

国県補助金等

使用料・手数料

分担金・負担金・寄附金

諸収入

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

経 常 的 収 支 額

公共資産整備支出

公共資産整備補助金等支出

他会計等への建設費充当財源繰出支出

支 出 合 計

国県補助金等

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

公 共 資 産 整 備 収 支 額

投資及び出資金

貸付金

基金積立額

定額運用基金への繰出支出

他会計等への公債費充当財源繰出支出

地方債償還額

長期未払金支払支出

支 出 合 計

国県補助金等

貸付金回収額

基金取崩額

地方債発行額

公共資産等売却収入

その他収入

収 入 合 計

投 資 ・ 財 務 的 収 支 額

翌年度繰上充用金増減額

当年度歳計現金増減額

期首歳計現金残高

期末歳計現金残高

自　平成27年4月  1日

至　平成28年3月31日

１ 経 常 的 収 支 の 部

134,254

6,772,412

2,063,765

1,762,176

1,158,263

513,460

80,895

1,059,599

40,226

454,204

536,429

20,446

1,758,023

3,822,496

1,151,031

381,499

1,808,447

22,978

1,924,216

614,785

92,791

534,973

8,699,327

1,926,915

２ 公 共 資 産 整 備 収 支 の 部

△ 440,232

３ 投 資 ・ 財 務 的 収 支 の 部

400

11,436

858,500

2,160

8,539

1,483,984

3,000

19,599

0

0

455,006

31,934

0

1,331,959

3

833,180

258,819

438,107

696,926

7,042

74,454

104,095

△ 1,227,864

0
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※ 注記（平成２７年度） 

※1 一時借入金に関する情報 

① 資金収支計算書には一時借入金の増減は含まれていません。 

② 平成２７年度における一時借入金の借入限度額は 700,000 千円です。 

③ 支払利息のうち、一時借入金利子は１千円です。 

 

※2 基礎的財政収支（プライマリーバランス）に関する情報 

 収入総額 

    地方債発行額         △ 

財政調整基金等取崩額     △ 

    支出総額           △ 

    地方債元利償還額 

    財政調整基金等積立額 

基礎的財政収支       △ 

 

（１）資金収支計算書からわかる財政状況 

 平成２７年度資金収支計算書の概要 

【期末歳計現金残高】【期末歳計現金残高】【期末歳計現金残高】【期末歳計現金残高】６億９，６９３万円 

（前年度比 ２億５，８８２万円 増↑↑↑↑（５９．１％↑↑↑↑）） 

◆◆◆◆経 常 的 収 支経 常 的 収 支経 常 的 収 支経 常 的 収 支 額額額額 １９億２，６９２万円 

（前年度比 ５億 ５０４万円 減↓↓↓↓（△２０．８％↓↓↓↓）） 

…経常的支出で一番多いのは「人件費」２０億６，３７６万円で、次いで「物件費」

１７億６，２１８万円となっています。また、経常的収入で一番多いのは「地方交

付税」３８億２，２５０万円で、次いで「地方税」１７億５，８０２万円となって

います。 

◆◆◆◆公共資産整備収支額公共資産整備収支額公共資産整備収支額公共資産整備収支額 △４億４，０２３万円 

（前年度比 ５億１，８２３万円 増↑↑↑↑（ ５４．１％↑↑↑↑）） 

…公共資産整備支出に対する国県補助金等、地方債発行額などの公共資産整備収入は 

１４億８，３９８万円となっています。公共資産整備収支額はマイナスとなってい

ますが、不足分は経常的収支額の余剰分を充てています。 

◆◆◆◆投資投資投資投資・財務的収支額・財務的収支額・財務的収支額・財務的収支額 △１２億２，７８６万円 

（前年度比 ２億５，６８２万円 減↓↓↓↓（△１７．３％↓↓↓↓）） 

  …投資・財務的支出は主に地方債償還額や基金積立額などで１３億３，１９６万円、

投資・財務的収入は１億４１０万円となっています。投資・財務的収支の不足分に

ついても、経常的収支額の余剰分を充てています。 

10,287,406 

1,394,929 

7,446 

10,028,587 

913,921 

181,019 

48,616 千円 
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８．連結財務書類 

（１）連結財務書類の概要 

町全体における財政状況を示すため、公営企業や特別会計、大子町と連携協力して行政

サービスを実施している関係団体や法人を、一つの行政サービス実施主体とみなして連結

財務諸表を作成しました。 

連結財務書類の作成にあたって、連結の対象とした特別会計、一部事務組合、広域連合

及び第三セクター等は次のとおりです。なお、第三セクター等の法人のうち連結する条件

としては、大子町が５０％以上出資する法人としています。 

 

〔 特別会計の範囲 〕 

① 公営企業会計 

ア. 水道事業会計 

イ. 浄化槽整備事業特別会計 

 

  ② 行政事務特別会計 

ア. 国民健康保険事業特別会計 

イ. 後期高齢者医療特別会計 

ウ. 介護保険特別会計 

エ. 介護サ－ビス事業特別会計 

 

〔 一部事務組合の範囲 〕 

ア. 茨城県市町村総合事務組合 

イ. 茨城租税債権管理機構 

ウ. 茨城県後期高齢者医療広域連合 

エ. 茨城北農業共済事務組合 

 

〔 第三セクタ－等の範囲 〕 

ア. 大子町振興公社 

イ. 大子おやき学校 
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（２）主要な会計方針（連結財務書類） 

○作成方法 

「新地方公会計制度実務研究会報告書」における総務省方式改訂モデルに基づいて作成

しています。 

 

○ 連結の基礎となる各会計及び団体の個別債務書類作成方法 

① 地方公営企業法の財務規定が適用される地方公営企業 

 （水道事業会計・浄化槽整備事業特別会計） 

 水道事業会計については、公営企業で作成されている貸借対照表、損益計算書から「新

地方公会計制度実務研究会報告書」に示された科目対応表に基づき、連結財務書類上の

勘定科目に組み替えを行っています。 

 浄化槽整備事業特別会計については、普通会計の財務書類作成方法に準じて作成して

います。 

② 上記以外の公営事業会計 

 普通会計の財務書類作成方法に準じて作成しています。 

  ③ 一部事務組合及び広域連合 

   各団体で作成された財務書類に、本年度の負担比率を乗じています。 

  ④ 第三セクター等 

   （旧）公益法人会計基準により作成されている貸借対照表、損益計算書、財産目録、

収支決算書から「新地方公会計制度実務研究会報告書」に示された科目対応表に基づ

き、連結財務書類上の勘定科目に組み替えを行っています。 

 

○ 相殺消去 

連結の対象となる会計及び法人間で行われている内部取引は、水道料金や年間取引額

が１００万円未満のものを除き、すべて相殺消去しています。主なものとして、普通会

計と他の連結対象団体や特別会計との取引から生じた債権・債務や出資金、普通会計か

ら他の連結対象団体や特別会計への補助金や繰出金があります。 

 

○ 出納整理期間 

出納整理期間（4月1日～5月31日）の出納は、基準日（3月31日）までに終了したも

のとして処理しています。 

 



（単位：千円）

[資産の部] [負債の部]

１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方公共団体

①生活インフラ・国土保全 11,889,183 ①普通会計地方債 9,142,727

②教育 9,179,617 ②公営事業地方債 916,804

③福祉 708,339  地方公共団体計 10,059,531

④環境衛生 8,377,714 (2) 関係団体

⑤産業振興 8,527,033 ①一部事務組合・広域連合地方債 0

⑥消防 533,125 ②地方三公社長期借入金 0

⑦総務 2,330,049 ③第三セクター等長期借入金 0

⑧収益事業 0  関係団体計 0

⑨その他 0 (3) 長期未払金 0

有形固定資産合計 41,545,060 (4) 引当金 4,159,013

(2) 無形固定資産 659 （うち退職手当等引当金） 4,075,168

(3) 売却可能資産 41,071 （うちその他の引当金） 83,845

公共資産合計 41,586,790 (5) その他 0

固定負債合計 14,218,544

２　投資等 ２　流動負債

(1) 投資及び出資金 38,728 (1) 翌年度償還予定額

(2) 貸付金 32,792 ①地方公共団体 957,782

(3) 基金等 760,144 ②関係団体 0

(4) 長期延滞債権 155,056  翌年度償還予定額計 957,782

(5) その他 0 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金を含む） 0

(6) 回収不能見込額 △ 38,427 (3) 未払金 76,399

投資等合計 948,293 (4) 翌年度支払予定退職手当 0

(5) 賞与引当金 127,904

(6) その他 55,575

３　流動資産 流動負債合計 1,217,660

(1) 資金 4,658,007

(2) 未収金 276,715 負　　債　　合　　計 15,436,204

(3) 販売用不動産 0

(4) その他 29,310 [純資産の部]

(5) 回収不能見込額 △ 54,829 １　公共資産等整備国県補助金等 9,881,839

流動資産合計 4,909,203 ２　公共資産等整備一般財源等 24,532,108

３　他団体及び民間出資分 5,800

４　その他一般財源等 △ 4,430,263

４　繰延勘定 0 ５　資産評価差額 2,018,598

純資産 合計 32,008,082

資　　産　　合　　計 47,444,286 負債及び純資産合計 47,444,286

※１　債務負担行為に関する情報 ①物件の購入等 22,237 千円

②債務保証又は損失補償 0 千円

（うち共同発行地方債に係るもの 0 千円）

③その他 574,035 千円

※２　普通会計地方債および公営事業地方債残高（翌年度償還予定額を含む）のうち7,560,535千円については、償還時に地方交付税の算定の基礎に含まれることが見込まれているものです。

　　　　　　　　　　　（３）連結貸借対照表

（平成２８年３月３１日現在）

借　　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　　方
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　【経常行政コスト】 （単位：千円）

総　　額 （構成比率）
生活インフラ・

国土保全
教　育 福　祉 環 境 衛 生 産 業 振 興 消　防 総　務 議会 支 払 利 息

回収不能
見込計上額

その他
行政コスト

（１）人件費 2,064,536 11.8% 40,222 235,293 269,168 341,018 266,037 270,783 535,412 106,603 0

（２）退職手当等引当金繰入等 809,949 4.6% 6,569 31,401 16,870 264,293 35,521 83,873 365,031 6,391 0

１ （３）賞与引当金繰入額 140,489 0.8% 2,758 18,967 20,899 31,000 18,062 19,988 22,311 6,504 0

小　　計 3,014,974 17.2% 49,549 285,661 306,937 636,311 319,620 374,644 922,754 119,498 0

（１）物件費 2,066,566 11.9% 288,671 458,974 183,448 463,663 251,904 42,946 365,338 11,622 0

（２）維持補修費 114,571 0.7% 7,462 26,352 6,470 42,050 20,754 2,035 9,448 0

（３）減価償却費 1,897,046 10.9% 362,740 231,705 35,123 454,918 648,067 49,506 114,987 0

小　　計 4,078,183 23.5% 658,873 717,031 225,041 960,631 920,725 94,487 489,773 11,622 0 0

（１）社会保障給付 7,956,423 45.7% 4,242 7,951,226 955

（２）補助金等 1,718,481 9.9% 3,904 41,859 1,275,234 6,889 235,664 41,004 113,643 284 0

（３）他会計等への支出額 0 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（４）他団体への
　　　公共資産整備補助金等

91,207 0.5% 19,389 0 0 153 71,665 0 0 0 0

小　　計 9,766,111 56.1% 23,293 46,101 9,226,460 7,997 307,329 41,004 113,643 284 0

（１）支払利息 106,978 0.6% 106,978

（２）回収不能見込計上額 140,321 0.8% 140,321

（３）その他行政コスト 315,118 1.8% 0 0 107,180 13,801 194,137 0 0 0 0

小　　計 562,417 3.2% 0 0 107,180 13,801 194,137 0 0 0 106,978 140,321 0

17,421,685 731,715 1,048,793 9,865,618 1,618,740 1,741,811 510,135 1,526,170 131,404 106,978 140,321 0

（　構　成　比　率　） 4.2% 6.0% 56.6% 9.3% 10.0% 2.9% 8.8% 0.8% 0.6% 0.8% 0.0%

　【経常収益】
一般財源
振替額

１ 使 用 料 ・ 手 数 料 455,159 140,554 790 4,814 107,880 109,370 187 9,285 0 0 0 82,279

２ 分 担 金 ・ 負 担 金 ・ 寄 附 金 3,655,555 498 11,327 3,353,923 9,219 15,964 0 7,256 0 0 0 257,368

３ 保 険 料 1,028,955 1,028,955

４ 事 業 収 益 560,451 0 0 11,308 475,016 74,127 0 0 0 0

５ そ の 他 特 定 行 政 サ ー ビス 収入 69,688 0 0 19,655 4,331 45,702 0 0 0 0

5,769,808 141,052 12,117 4,418,655 596,446 245,163 187 16,541 0 0 0 339,647

ｂ／ａ 33.1% 19.3% 1.2% 44.8% 36.8% 14.1% 0.0% 1.1% 0.0% 0.0% 0.0%

11,651,877 590,663 1,036,676 5,446,963 1,022,294 1,496,648 509,948 1,509,629 131,404 106,978 140,321 0 △ 339,647

－
 2

6
 －

（差引）純経常行政コスト ａ－ｂ

　　　　　　　　　　　　　　　（４）連結行政コスト計算書
自　平成２７年４月 １ 日

至　平成２８年３月３１日

２

３

４

経 常 行 政 コ ス ト ａ

経 常 収 益 b



（単位：千円）

純資産合計
公共資産等整備
国県補助金等

公共資産等整備
一般財源等

他団体及び
民間出資分

その他
一般財源等

資産評価差額

期首純資産残高 31,503,738 9,770,088 24,473,168 5,800 △ 4,782,992 2,037,675

純経常行政コスト △ 11,609,613 △ 11,609,613

一般財源

地方税 1,728,375 1,728,375

地方交付税 3,822,496 3,822,496

その他行政コスト充当財源 1,023,595 1,023,595

補助金等受入 4,894,236 603,176 4,291,060

臨時損益

災害復旧事業費 △ 53,022 △ 53,022

公共資産除売却損益 6,099 6,099

投資損失 △ 7,987 △ 7,987

収益事業純損失 0 0

減損損失 0 0

科目振替

公共資産整備への財源投入 593,842 △ 593,842

公共資産処分による財源増 0 5,858 △ 5,858 0

貸付金・出資金等への財源投入 0 373,022 △ 373,022

貸付金・出資金等の回収等による財源増 0 △ 331,690 331,690

減価償却による財源増 △ 491,425 △ 1,405,005 1,896,430

地方債償還に伴う財源振替 644,910 △ 644,910

出資の受入・新規設立 0 0

資産評価替えによる変動額 △ 19,381 △ 19,381

無償受贈資産受入 304 304

その他 719,242 0 178,003 0 541,239

期末純資産残高 32,008,082 9,881,839 24,532,108 5,800 △ 4,430,262 2,018,598

（５）連結純資産変動計算書
自　平成２７年４月 １ 日

至　平成２８年３月３１日

　
　

　
　

　
　

　
－
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（７）連結財務書類を活用した財務分析 

 ① 社会資本形成の世代間負担比率 

 

             純資産合計純資産合計純資産合計純資産合計                                                                地方債・借入金残高地方債・借入金残高地方債・借入金残高地方債・借入金残高    

現世代現世代現世代現世代                    32,008,08232,008,08232,008,08232,008,082千円千円千円千円                        将来世代将来世代将来世代将来世代                    7,325,5147,325,5147,325,5147,325,514千円千円千円千円    

負担比率負担比率負担比率負担比率    ＝＝＝＝    ÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜ----------------------------ÜÜÜÜ                        負担比率負担比率負担比率負担比率    ＝＝＝＝    ÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜ    

                                41,586,79041,586,79041,586,79041,586,790千円千円千円千円                                                        41,586,79041,586,79041,586,79041,586,790千円千円千円千円    

            公共資産合計公共資産合計公共資産合計公共資産合計                                                                    公共資産合計公共資産合計公共資産合計公共資産合計    

    

２２２２７７７７年度：年度：年度：年度：７７７７７．０７．０７．０７．０％％％％            ２２２２７７７７年度：年度：年度：年度：１１１１７．６７．６７．６７．６％％％％ 

                ※ 地方債から資産形成以外のものは除いてあります。 

（臨時財政対策債等３,６９１,７９９千円） 

 

 

 ② 歳入額対資本比率 

 

資産合計資産合計資産合計資産合計    

                                                                                                                                                        47,444,28647,444,28647,444,28647,444,286千円千円千円千円    

歳入額対資本比率歳入額対資本比率歳入額対資本比率歳入額対資本比率    ＝＝＝＝    ÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜ    

                                                18,991,53218,991,53218,991,53218,991,532千円千円千円千円    

                                                資金収支計算書の収入合計資金収支計算書の収入合計資金収支計算書の収入合計資金収支計算書の収入合計    

    

      ２２２２７７７７年度：年度：年度：年度：２．２．２．２．５０５０５０５０年年年年    

 

 
③ 受益者負担比率 

 

    

受益者受益者受益者受益者                （行政目的別）経常収益（行政目的別）経常収益（行政目的別）経常収益（行政目的別）経常収益    

負担比率負担比率負担比率負担比率    ＝＝＝＝    ÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜ----ÜÜÜÜÜÜÜÜ------------------------ÜÜÜÜ--------    

                                                            （行政目的別）経常行政コスト（行政目的別）経常行政コスト（行政目的別）経常行政コスト（行政目的別）経常行政コスト    

（Ｐ（Ｐ（Ｐ（Ｐ26262626    （４）連結行政コスト計算書（４）連結行政コスト計算書（４）連結行政コスト計算書（４）連結行政コスト計算書【【【【経常収益経常収益経常収益経常収益】】】】ｂｂｂｂ/a/a/a/a参照）参照）参照）参照）    

    

２２２２７７７７年度年度年度年度    ・福・福・福・福        祉：祉：祉：祉：４４４４４．８４．８４．８４．８％％％％    

・・・・環境衛生：環境衛生：環境衛生：環境衛生：３３３３６．８６．８６．８６．８％％％％    

                                                            ・・・・生活インフラ・国土保全生活インフラ・国土保全生活インフラ・国土保全生活インフラ・国土保全：：：：１９．３１９．３１９．３１９．３％％％％    
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④  行政コスト対税収等比率 

    

純経常行政コスト純経常行政コスト純経常行政コスト純経常行政コスト    

11,609,61311,609,61311,609,61311,609,613 千円千円千円千円    

行政コスト対税収等比率行政コスト対税収等比率行政コスト対税収等比率行政コスト対税収等比率    ＝＝＝＝    ÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜÜ------------------------------------ÜÜÜÜÜÜÜÜ    

                                                        6,6,6,6,574,466574,466574,466574,466千円千円千円千円    ＋＋＋＋    4,894,2364,894,2364,894,2364,894,236千円千円千円千円    

                                                                                        一般財源一般財源一般財源一般財源                ＋＋＋＋    補助金等受入補助金等受入補助金等受入補助金等受入    

                                                                                                    （その他一般財源のみ）（その他一般財源のみ）（その他一般財源のみ）（その他一般財源のみ）    

    

                    ２２２２７７７７年度：年度：年度：年度：１０１０１０１０１１１１．２．２．２．２％％％％    


